
都市公営交通の課題と取り組み

全日本自治団体労働組合
交通政策局長 国眼恵三



大阪府大阪市

大阪市は、
24行政区で構成
東京都区は、世田谷区や練馬区などそれぞ
れが基礎自治体であるのに対し、大阪市は
２４区でひとつの自治体

人口は、270万4千人（2017年度期首）
ちなみに、東京都区の人口は942万1千人
※世田谷区の人口は90万3千人

大阪市の面積は225㎢で世田谷区（58.08
㎢）の約４倍、東京都区（621㎢）の３分
の１強

特色は、・・・



大阪市営地下鉄ネットワーク

地下鉄は、市内全域をカバー



• 明治３６年９月１２日開業
• 高速鉄道事業
• バス事業事業内容

• お客さま第一主義経営理念

• 2,632,593人（１日平均）乗車人員

• 434,959,609円（１日平均）運輸収入

大阪市営交通事業の概要（１）



大阪市営交通事業の概要（２）
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◆鉄道部門年間乗車人員（大手私鉄との比較）
（千人）

888,923

644,563
573,582

288,374
234,226 233,301

平成27年度実績

「大手民鉄平成28年3月期決算概況および鉄軌道輸送実績」より



社名
営業キロ程

（㎞）
駅数
（駅）

乗車人員
（千人）

※（）は１日平均

運輸収入
（百万円）

鉄道部門
従業員
（人）

阪 急 143.6 90 644,563
（約1,761）

103,140 約2,700

阪 神 48.9 51 234,226
（約640）

34,938 約1,100

京 阪 91.1 89 288,374
（約788）

54,146 約1,300

近 鉄 501.1 286 573,582
（約1,567）

155,936 約7,300

南 海 154.8 100 233,301
（約637）

58,602 約2,200

大阪市交通局
※ニュートラム含む

137.8 133 888,923
（約2,429）

147,389 約5,400

大阪市営交通事業の概要（３）
◆大手私鉄との比較

平成27年度実績 「大手民鉄平成28年3月期決算概況および鉄軌道輸送実績」より



大阪市営交通事業の概要（４）
高速鉄道事業 平成27年度決算

収益の約9割が
運輸収益
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大阪市営交通事業の概要（４）
◆地下鉄事業業績推移



■駅ナカ事業
関連事業（１）

ekimo 売店

新なにわ⼤⾷堂



■広告事業
関連事業（２）

壁⾯広告

⾞内中吊広告



輸送の生命館 総合訓練

体験型安全研修

安全に対する取り組み

避難誘導訓練

施設・車両復旧訓練
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採⽤試験スケジュール

大阪市交通局「総合職」採用の取り組み



大阪市交通局「総合職」採用の取り組み

※改定等により変更されることがあります。

雇用形態 常勤嘱託職員
※民営化時には選考により正社員として採用予定

勤務時間 １週間あたり40時間
※配属先により深夜及び泊り勤務あり

給 与
大学卒 月額204,700円（地域手当含む）
大学院卒 月額212,750円（地域手当含む）
※賞与あり（年2回）

休 暇 年次有給休暇（20日）
※その他特別休暇あり（結婚休暇、育児休暇等）



入局後の研修（平成28年度実績）

合同研修 １週間

交通局の概要・マナー・施設見学等

実習 ４カ月

駅職員、車掌として各駅等で勤務

総合職としての研修 １カ月

各所属と懇談、グループワーク、
テーマ研究等

各所属に配属



2017年度採用状況

総合職（大学・大学院卒）合格者

プロフェッショナル職（高卒程度）合格者

総合職：１９名（うち大学院卒８名、大学卒１１
名）区分Ａ：６名（大学卒）

プロ職：３２名（うち大学卒３名、短大卒１３名、高卒１
６名）
区分Ｂ：３名（短大卒１名、高卒２名）

バスドライバー合格者

１８名（うち大学卒３名、短大卒２名、高卒６名、専門学校卒６名、中
卒１名）

応募状況は、大卒が２８名、
短大卒が５３名、高卒が５９名

応募状況は、大卒が２３名、
短大卒が７名、高卒が３０名



あらたな新規採用の取り組み



地方公務員、鉄道従業員という選択

◇１９８４年に入局

日本経済は、いわゆるバブル期の少し前

◇魅力的な勤務形態

ラッシュ通勤なし

勤務地は駅、徒歩ゼロ分

泊まり勤務の副産物

◇定期昇給とベア

当時の民間賃金実態を反映、年間給与の差額精算

◇他にもいろいろ



定期昇給とベア（１）
ア 交通局企業職員給料表(1)

職
務

の
級 １ 級 ２ 級 ３ 級

給料月額 給料月額 給料月額
号給

円 円 円
1 131,900 160,600 221,200
2 132,800 162,400 223,200
3 133,700 164,200 225,200
4 134,600 166,000 227,200

5 135,400 167,600 229,200
6 136,300 169,400 231,200
7 137,200 171,200 233,200
8 138,100 173,000 235,200

9 139,000 174,800 237,200
10 140,100 176,600 239,200
11 141,200 178,400 241,200
12 142,300 180,200 243,300



定期昇給とベア（２）

77 220,400 310,200 365,900

78 220,900 312,000 366,900

79 221,400 313,800 367,900

80 221,900 315,700 368,900

81 222,400 317,400 369,800

82 222,900 318,700 370,700

83 223,400 320,000 371,700

84 223,900 321,300 372,700

85 224,400 322,400 373,500

86 224,900 323,400 374,500

87 225,400 324,400 375,400

88 225,900 325,400 376,400

89 226,400 326,300 377,200

90 327,200 378,200

91 328,000 379,000

92 328,900 380,000



定期昇給とベア（３）

133 359,500 413,900

134 360,200 414,700

135 360,900 415,500

136 361,600 416,400

137 362,200 417,100

138 418,000

139 418,700

140 419,500

141 420,200

142 421,100

143 421,800

144 422,600

145 423,300



定期昇給とベア（４）

イ 交通局企業職員給料表(2)

職
務

の
級 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級

給料月額 給料月額 給料月額 給料月額
号給

円 円 円 円
1 125,300 167,600 233,900 237,200

2 126,100 169,400 235,900 239,200

3 126,900 171,200 237,900 241,200

4 127,700 173,000 239,900 243,300

5 128,400 174,800 241,700 245,200

6 129,300 176,600 243,600 247,200

7 130,200 178,400 245,500 249,300

8 131,100 180,200 247,500 251,400

9 131,900 182,000 249,400 253,300

10 132,800 183,800 251,300 255,300

11 133,700 185,600 253,200 257,400

12 134,600 187,400 255,200 259,500



定期昇給とベア（５）

108 231,900 342,800 366,900 400,400

109 232,400 343,500 367,400 401,100

110 232,900 344,100 401,900

111 233,400 344,700 402,700

112 233,900 345,300 403,600

113 234,400 346,000 404,300

114 234,900 346,600 405,100

115 235,400 347,200 405,900

116 235,900 347,800 406,800

117 236,400 348,500 407,500

118 236,900 408,300

119 237,400 409,100

120 237,900 410,000



定期昇給とベア（６）

128 241,900 416,400

129 242,400 417,100

130 242,900 418,000

131 243,400 418,700

132 243,900 419,500

133 244,400 420,200

134 244,900 421,100

135 245,400 421,800

136 245,900 422,600

137 246,400 423,300



◇多様な職種・職場

駅や乗務だけではありません

地下鉄職場の特徴と労働組合の役割（１）



◇特殊な勤務形態

駅職員は日勤と泊りを組み合わせた複雑な勤務形態

➢さらに効率的な隔日交替制勤務へ

乗務員は出勤時間も毎日替わる

◇基本的なルールの確立

公平性の確保や労働法制上の点検も

地下鉄職場の特徴と労働組合の役割（２）

隔日交替勤務のイメージ（大阪市交通局の場合）

１日目

２日目

8時30分～24時30分（16時間）

5時～8時30分（3時間30分）

24 254 5 8 9



地下鉄職場の特徴と労働組合の役割（３）

１
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Ａ 休 休 泊 休 休 泊 休 泊 休 泊

Ｂ 休 泊 休 泊 泊 休 休 泊 泊

Ｃ 泊 休 泊 泊 休 泊 泊 休 休

Ｄ 泊 泊 休 泊 休 泊 泊 休 休 休

Ｅ 泊 休 泊 休 泊 泊 休 休 泊 泊

Ｆ 泊 休 泊 休 休 休 泊 休 泊 泊

駅職員勤務予定表のイメージ

◇基本的なルールとして

週の労働時間を８時間

公休を週に２日（ただし、４週間で８日）を定めて、自らで

はたらき方を決定している。



地下鉄職場の特徴と労働組合の役割（４）

◇実は過酷な労働環境

機械化、効率化が進み人員大幅削減で業務量が増大

➢いわゆる残業や公休出勤も

少ない仮眠時間、時には徹夜も

「地下」という特殊な環境

第三者による暴力行為が深刻化

いわれのないバッシング、言葉の暴力も

◇他にも危険が潜む職場 ※スライド２８～２９

◇このような環境から生まれる強固な団結力



◇危険箇所



◇危険箇所



地下鉄職場の特徴と労働組合の役割（５）

◇都市公営交通労働者の課題

公共の福祉の増進と経済性の発揮という課題をどう両
立するか

男女がともにはたらく環境をどうつくるか

公共交通全般の人員不足をどう解消するか

◇自治体にはたらくなかまとの連携で

公営交通のない自治体の課題を洗い出す

公共交通に関する自治体の役割を明確に

◇（交通）労働組合の社会的役割を考える



交通労働組合の社会的役割
◆大阪交通労働組合の取り組み①



◆大阪交通労働組合の取り組み②



◆大阪交通労働組合の取り組み③



◆大阪交通労働組合の取り組み④



◆大阪交通労働組合の取り組み⑤



◆大阪交通労働組合の取り組み⑥



大阪市営交通事業の民営化問題

民営化の議論経過（１）

1997年1月

1997年11月

2001年2月

公営企業審議会が、経営形態の見直し検討が迫られているとの見
解示す

公営交通事業改革調査委員会が発足、バス事業、鉄道事業、経営
形態の３つの専門部で検討開始

公営交通事業改革調査委員会、市営交通事業の抜本的な経営改
善について報告。公営以外のあらゆる経営形態についてのメリット、
デメリットの検討が必要と指摘。結果的には、海外の事例の紹介に
とどまり、役割を終了

磯
村
隆
文
市
長

2005年12月

2006年1月

2006年9月

市政改革マニフェストを公表、公設民営化を提起

交通局長マニフェストを公表、交通局長が公設民営を前提とした具
体の検討を行うと表明

交通局が完全民営化の検討開始

関
淳
一
市
長



大阪市営交通事業の民営化問題

民営化の議論経過（２）

2006年9月

2007年1月

2007年7月

2007年9月

交通局、大阪市営交通事業の経営形態の検討について（中間とり
まとめ）を作成

①改革型地方公営企業、②地方独立行政法人、③公設民営、④
100％大阪市出資株式会社、⑤100％民間資本株式会社の５つの
選択肢のメリット、デメリットを整理

交通局、大阪市営交通事業の経営形態の検討について（最終とり
まとめ）を発表

結論、「改革型公営企業と株式会社は将来にわたって持続可能
で発展性のある経営形態であるとの考えに至った」と

市長が地下鉄単独で民営化の方針を表明

市長が地下鉄・バスの一体経営に方針転換

関
淳
一
市
長

2007年11月 大阪市長選挙、平松邦夫市長当選

施政方針演説、「経営形態について拙速に判断する前に、公営企
業の下で経営の改善に努める」

平
松
邦
夫



大阪市営交通事業の民営化問題

民営化の議論経過（３）

2008年2月

2011年2月

市政改革マニフェスト見直し、当面は改革型公営企業で

大阪市、なにわルネッサンス2011－新しい大阪市をつくる市政改革
基本方針―公表
改革型公営企業と様々な経営形態について引き続き研究・検討

平
松
邦
夫
市
長

2011年11月

2011年12月

2012年6月

2012年12月

大阪市長選挙、橋下徹市長当選
市営交通事業の完全民営化が公約

交通局、民営化にむけ具体的な検討開始
府市統合本部が設置

府市統合本部、基本的方向性（案）を発表
地下鉄：2015年をめどに民営化
バス：採算路線は民間譲渡、

不採算路線はいったん廃止

交通局、民営化（素案）を策定
民営化の目的・意義、課題の具体的解決策やスケジュール

橋
下
徹
市
長



大阪市営交通事業の民営化問題

民営化の議論経過（４）

2013年2月

2013年3月

2013年5月

2013年12月

2014年3月

2014年5月

2014年11月

2015年2月

「大阪市高速鉄道事業及び中量軌道事業の廃止に関する条例案」、
「大阪市自動車運送事業の廃止に関する条例案」市会に上程
交通局は、地下鉄・バス事業民営化基本方針（案）策定

大阪市会、「廃止条例（案）」継続審査（１回目）

大阪市会、「廃止条例（案）」継続審査（２回目）

大阪市会、「廃止条例（案）」継続審査（３回目）

大阪市会、「廃止条例（案）」継続審査（４回目）

大阪市会、「廃止条例（案）」継続審査（５回目）

大阪市会、「廃止条例（案）」否決（１回目）

交通局、「廃止条例（案）の再上程にあたって」とりまとめ

橋
下
徹
市
長



大阪市営交通事業の民営化問題

民営化の議論経過（５）

2015年2月

2015年9月

2015年10月

「大阪市高速鉄道事業及び中量軌道事業の廃止に関する条例案」、
「大阪市自動車運送事業の廃止に関する条例案」市会に再上程
➢否決（２回目）

交通局、「手続き条例案」を市会に上程

市会、「手続き条例案」を可決・施行

橋
下
徹
市
長

2015年11月

2016年2月

2016年3月

大阪市長選挙、吉村洋文市長当選

交通局、民営化にむけた第2段階「大阪市高速鉄道事業及び中量
軌道事業の引き継ぎに関する基本方針案」、「大阪市自動車運送
事業の引き継ぎに関する基本方針案」を市会に上程

交通局、「地下鉄事業民営化プラン（案）」策定

大阪市会、「大阪市高速鉄道事業及び中量軌道事業の引き継ぎに
関する基本方針の策定について」、継続審査（１回目）

「大阪市自動車運送事業の引き継ぎに関する基本方針の策定につ
いて」及び「経営健全化計画について」を可決

吉
村
洋
文
市
長



大阪市営交通事業の民営化問題

民営化の議論経過（６）

2016年5月

2016年8月

2016年12月

2017年1月

2017年3月

大阪市会、「大阪市高速鉄道事業及び中量軌道事業の引き継ぎに
関する基本方針の策定について」、継続審査（２回目）

交通局、「地下鉄事業民営化プラン（案）【改訂版】」策定

交通局、「地下鉄事業株式会社化（民営化）プラン（案）」策定

大阪市会、「大阪市高速鉄道事業及び中量軌道事業の引き継ぎに
関する基本方針の策定について」可決

交通局、地下鉄・バス両事業の事業廃止条例案と関連２議案を市
会に上程

事業廃止条例案が可決➢民営化が決定

吉
村
洋
文
市
長


